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3

平成14年２月～10月

東京駅周辺・防災対策のあり方
検討委員会

帰宅困難者問題対応の必要

防災をまちづくりの中で位置づける必要

帰宅困難者問題は公共の支援を仰ぐ必要

4

23区の不燃化率

不燃化率（％） 不燃化率（％）
千代田区 89.9 墨田区 38.3
中央区 80.5 板橋区 36.8
港　区 76.4 大田区 36.7
新宿区 63.4 葛飾区 34.0
渋谷区 62.4 足立区 32.8
台東区 53.9 中野区 31.4
江東区 51.9 世田谷区 30.6
文京区 48.3 荒川区 30.3
豊島区 45.5 練馬区 30.0
品川区 44.8 江戸川区 29.2
目黒区 42.2 杉並区 24.5
北　区 40.6 23区平均 41.0
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5

大丸有の不燃化状況
大丸有地区の町丁目別の不燃化状況

町丁目名 市街地面積
(㎡)

道路率(%) 空地率(%) 不燃化率(%) 不燃領域率
(%)

大手町一丁目 271,227 21.6 11.0 99.5 99.6

大手町二丁目 169,490 17.9 6.5 100.0 100.0

丸の内一丁目 374,397 19.5 14.6 99.5 99.6

丸の内二丁目 151,066 31.6 0.0 99.7 99.7

丸の内三丁目 127,820 18.3 19.2 100.0 100.0

有楽町一丁目 111,880 30.6 0.5 98.7 98.7

有楽町二丁目 72,502 23.4 9.7 86.7 88.0

（但し、有楽町一丁目、二丁目の南部は大丸有協議会に含まれていない。）

6

地区内残留地区

千代田区における避難場所

1 北の丸公園・靖国神社一帯
2 皇居東御苑
3 皇居前広場・日比谷公園
4 永田町・霞ヶ関地区
5 迎賓館・上智大学一帯
6 上野公園一帯
7 地区内残留（丸の内・神田・銀座周辺地区）

※皇居前広場・日比谷公園は平成14年度末で指定解除を検討
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7

地区内残留地区と帰宅困難者問題
地区内残留地区では広域避難場所に移動せず、その
場所に留まることとされている。大丸有地区では周
辺から流入する帰宅困難者も加わる。

①地下通路等の公共的空間の活用が望まれる。
ただし、躯体は比較的堅固であるものの、空調・照明等の設備の安全性
については今後の検討が必要である。

②企業セキュリティ上可能な範囲で、ビル内の共用ス
ペース等の活用も考えられる。
ただし、セキュリティと業務復旧の面で事前に検討しておく必要がある。

8

企業防災における帰宅困難者対応

ビル内のセキュリティに配慮したゾーニング

自社の限界の把握

（非常食、トイレ、応急医療などの世話について、自社がどこまで対応できるものか）

社外の何処をあてにしたら良いか

（地下の公共的空間の利用、等）

大丸有に立地する企業は、企業間の共助による防災マニュアルを
策定し、帰宅困難者に対する対応法を記しておくことが望ましい。
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9

防災隣組の必要

被災時の帰宅困難者対応

日常的まちづくり活動

被災対応

10

防災だけが目的の活動は続かない

　　　　　　　世話役は疲れるもの

防災をまちづくりの中で位置づける必要
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11

防災をまちづくりの中で位置づける必要

採算性・実効性のある防災活動の必要
　　既存の防災・防犯・町会等の自治組織の再編

収益性のある前向きな街づくり活動の必要

流入帰宅困難者の被災対応に対する公
的支援の必要

12

地区マネージメントの必要

日常的まちづくり運動

緊急被災時の対応

《大丸有の地区マネージメント固有の問題》
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13

望まれる情報収集ツール

情報収集人員によるネットワークの構築
地域防災情報センターの設置、防災モニター、防災タクシー、

インフラ企業、コンビニ・ネット、情報企業との連携

センサー整備による市街地インフラ破損状況
の把握

交通情報網とのリンク、水道管破損情報システムの構築、等

14

平常時の活動と被災時の活動の対応

総合防災情報システム

エコ・マネーなどの地域活動

仮想帰宅困難者対応ゲーム

タウン情報

緊急被災対応

地域採算性の確保

《平常時》 《被災時》

インフラ系

活動レベル
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FEMAのプロジェクト・インパクト（ 災害に強い街づくり作戦 ）「 」

各地域、コミュニティーにおいて、行政、住民、企業・財界等で防災・減災に向けた

パートナーシップを組んでもらい、防災・減災プロジェクトを彼らが計画し実行すると

いうもの。ＦＥＭＡはそれに対して初期に数十万ドル～数百万ドルの助成を行う。州政

。 、 。府が併せて助成するところもある ＦＥＭＡ及び州政府は 技術的なアドバイスも行う

実際に、全米で250のコミュニティーとビジネス・パートナーといわれる財界・民間企

。（ 、 、 ）業との提携は４千にも及んでいる ＶＩＳＡ ３Ｍ社 シーメンス等大手企業も含む

などがあり、非常に大きな成功を収めている。

内容的には、自治体の主な部署がこぞって災害に強い建物に移るといった大掛かりな

ものから、商店主が店先に防災PRのコーナーを設けたといった草の根の活動まで含まれ

ている。

【オークランド市】

市、企業、住民の連携から始まった同市のSAFE（SAFE：Safety and Future Empower

ment）プロジェクトは、公共の安全を最優先させることを約束している。SAFEプロジェ

クトにはシェブロンオイル、EQE インターナショナル（Engineering Firm 、ワシント）

ン相互銀行､アメリカ赤十字社、オークランド商業会議所、CARD（CARD：Collaborating

Agencies Responding to Disasters）オークランドの18のグループを代表する非政府

組織で災害対策協力機間）等が参加している。FEMAが100万ドルの初期支援をしたのに

対し、これらの機間やグループは全体で、直接の資金提供ないしサービス提供という形
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で600万ドルの投資をした。連携グループはオークランド市の危険分析、リスクアセス

メントを実施し、家庭および企業の強化プログラムを作成した。厳しい気象条件下での

システム上の弱点は何かを知るため、公共施設とインフラを点検。さらにSAFEプロジェ

クトの参加団体は自分たちの施設をもっと危険に耐え得るものにし、非常訓練や特別サ

ービスを提供して社員を援助することを約束した。

【サンレアンドロ市】

サンレアンドロ市は、住宅の耐震補強に重点的に取り組んだ 「個人でできる耐震補。

強マニュアル」を作成、全戸に配布した上で、市内の事業者等の協力を得て、必要な機

材を安価で市民に提供するとともに、工具等の無償貸与を実施している。

また、数多くの企業（コカコーラ社等）が立地していることから、市がそれら企業と

協定（Memorandum of Understanding）を結び、災害時及び災害予防に際しての企業の

協力（物資提供等）を要請するとともに、市においては、企業施設の脆弱性評価や耐震

化等に関し、州政府や連邦政府の技術的支援をあっせんすることとしている。

市とこれら協力企業等は、年に４回、意見交換会を開催している。
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各種表示、マーク等の例

高層建築物、劇場、百貨店、旅館、病院等におい防炎表示
て使用する、どん帳、カーテン、じゅうたんなど

について、一定の基準以上の防炎性能を有するも

のを義務付けており、当該防炎性能を有するもの

である旨のマーク。

平成15年10月１日から施行される防火対象物定期防火基準点検済証 防火優良認定証

点検報告制度において、消防法令の基準に適合し

ている旨のマーク。

環境保全に役立つと認められる商品に使用を認めエコマーク
る。

フロンを使用しないスプレーなど、2002年３月現

在68種5,000ブランドの商品が対象。

環境庁からの委託により1989年から（財）日本環

。 、 。境協会が実施 使用料の総額は 約２億6,000万円
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防災力向上に寄与する製品等

●保守点検用の技術転用

電力会社の送電線監視(保守点検)用に自社開発された機器（ソーラ電

源画像転送システム：写真左）が、災害時に画像情報を配信する簡易

・安価な機器として活用されている （写真右：三宅島での降灰観測）。

●携帯電話への情報配信サービス

ＩＴ系のベンチャー企業が、火災・鉄道・気象など各種の情報源から

収集した危機管理情報を、地域・路線・時間指定など個人毎のニーズ

に合わせて、24時間・365日リアルタイムにインターネット対応の携

帯電話にメール配信するサービスを提供したが、これに大手の新聞社

が着目。同社の、携帯電話を活用した個人向けニュース配信サービス

に、ベンチャー企業が収集した危機管理情報も提供することとした。
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●自動販売機を活用した情報提供

自動販売機に電光掲示板とポケットベルを取り付け、時事ニュース等

をリアルタイムに配信する動きが、自動販売機運営会社により広がっ

ている。特に助成制度等があるわけではなく、自動販売機運営会社の

判断で、こうした付加価値のついた販売機を設置、追加投資分は売り

上げでカバーするというものとなっている。

一部の自治体が、この自動販売

機情報配信サービスを活用し

て、災害時に防災情報を配信す

ることとしている。ラジオなど

の広域メディアや防災無線放送

などの音声メディアでは困難だ

った 「地域対応のきめ細かな、

情報伝達」と「聴覚障害の方に

も確実に伝わる文字によるくり

返し」が実現されることが特徴

で、東京都練馬区などでは、積

極的に対象機の区内への設置を

進めている。

●防災ベッド

静岡県が実施した防災技術・製品

コンクールのアイデアの部最優秀

作品をベースに民間企業と県工業

技術センターとが商品として共同

開発したもの。

住宅が倒壊しても安全な空間を確

保でき、生命を守ることができる

よう開発された。
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業務継続計画目次例

ハリケーン、竜巻、地震、洪水等の災害発生時、地域の企業は業務停止の危機にさらされ

る。もし、企業の業務が停止した場合、住民への基本的公共サービスの供給が不可能とな

り、その結果は深刻である。業務復旧の遅れは企業に永続的損失を与えると言える。the

Contingency Planning Exchange, Inc. (CPE)とProject Impact of the Federal Emergen

cy Management Agencyは協力して、事業と企業がこれらの事態に備えるべき主要事項を提

案する。

以下は対策の１つであり、業務継続計画の目次例である。その規模に関わらず、業務継続

計画を導入する企業や事務所にとって、この指針は骨子となろう。業務継続計画を作成す

ることにより、企業は緊急事態に適切に対応し、また、深刻な状況から迅速に復旧するこ

とになるであろう。

サンプル：業務継続計画目次

1. 序章

この計画が扱う業務内容。1.1 適用範囲

計画の適用範囲と除外を含む。適用範囲とは、計画が網羅す

、 、 。る業務の限界を定め 除外とは 計画が扱わない業務である

主要な業務と時間軸についての計画の目標。1.2 目的

業務内容の全てについて、停止した場合の影響に応じて、優

先順位を付ける。顧客と企業の業務全体に深刻な影響を与え

ないために、業務停止が許される時間がどれ位かを明確にす

る。

想定される状況を列記。1.3 想定

。1.3 方法 緊急事態からの業務を復旧させるのに役立つ復旧計画の概要

例：重要書類のコピーを取り施設の外に保管する、在宅勤務

の可能性の有無、必須なコンピュータ・プログラムとフ

ァイルのバックアップ

2. 緊急時対応計画

安全かつ整然と建物から避難する方法。2.1 避難方法

建物から避難後の、従業員の緊急集合場所を含む。

緊急事態発生時の、緊急連絡方法を記載。2.2 連絡方法

誰が誰に連絡をとるかを明確にする。
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3. 業務継続計画

復旧過程での各自の役割及び職務。3.1 役割と職務

各職務ごとに、責任者と代行者となるチームメンバーを決め

る。チームメンバーが迅速に代行できるように各責務を明確

にする。

計画実行の基準と手順。3.2 計画の実施

手順とは、代替施設を機能させること、援助要員および業務

支援の確保も含む。また、施設外の収納場所から、重要記録

を再び入手する方法も含む。

業務継続に必要な人員と物資および物流の概要。3.3 業務継続における

許された時間内で業務を継続させるのに必要な人員を明確に必要な人員と物資

し、復旧過程で必要となる物資の一覧を作成する。

業務の復旧に際し、踏むべきステップ。3.4 機能復旧の手順

例：通常業務が継続できない非常時における業務の変更法。

4 復旧計画

復旧過程における主要な職務。4.1 役割と職務

ファイルおよび備品の復旧または交換。使用していたオフィ

スの復旧あるいは代替オフィスの供給。ビル管理事務所、家

主及び保険会社の支援は必須。

復旧計画実行の基準と手順。4.2 計画の実施

業務の復旧に際し、踏むべきステップ。

例：非常時における業務の変更法。援助要員の確保及び支援

業務の手順。元の施設あるいは、代替施設への移動の考慮。

使用していた施設あるいは代替の施設に移るにあたり、必要4.3 復旧における必要

となる物資と人員。な人員と物資

損害の査定にあたる人員の決定。保険会社と相談のうえ、使

用可能なものと交換するものとを決める。

元のあるいは代替施設への移動の計画と予定。4.4 元の施設への帰還

緊急時施設の閉鎖を含む。手順
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5 維持管理計画

業務継続計画の維持と事業計画と目的の継続方法。5.1 質の維持

最新状態を維持する仕組みや、計画書の配布、変更の記録を

含む。

業務継続計画の維持と強化。5.2 図上訓練計画

図上訓練計画とは、高水準な訓練あるいは試験計画を言う。

（改善、実行、批評、文書の作成を含む ）各訓練で、目的、。

責務、役割、責任者を確認する。

付録

Ⅰ．緊急連絡先一覧

業務継続チーム組織図と連絡先

従業員連絡網と連絡先

（ 、 、 、 、 、 、 ）24時間対応の緊急連絡先 消防署 警察署 病院 電力会社 水道局 赤十字 等

顧客および取引先連絡先

Ⅱ．確認事項リスト

チームの責務

業務継続に必要とされる経営資源（人員と物資）

損害査定要領

Ⅲ．参考文献

公約

サービス・レベル・アグリーメント

リスクアセスメント/リスク分析文献

ビジネス・インパクト分析

施設見取り図
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リスクマネジメントに関する規格 JISQ2001

2001年３月20日に日本工業規格として「リスクマネジメントシステム構築

のための指針JISQ2001」が制定された。阪神・淡路大震災やその後に相次

いだ事件、事故、不祥事などをきっかけに制定された。

JISQ2001は経営者の関与と日常の対応策の充実、および人材の育成など、

企業経営の枠組みとしてリスク対策をとらえており、リスク対策のＰＤＣ

Ａ（Plan Do Check Act）を繰り返すことによりリスクに強い企業になるよ

う継続的な体質改善を行うことを求めている。

JISQ2001は、上記のような、リスクマネジメントシステム構築のための

一般的な原則及び要素を提供することを目的とするものである。

JISQ2001は環境に優しい企業を目指すISO14000、品質管理を行うISO9000と

同様の経営の枠組みを定めたマネジメントシステムの仲間である。一方ISO

14000やISO9000と異なるのはこれらが第三者認証制度を持っているのに対

し、JISQ2001には認証制度はない。企業の自主的な取り組みによりJISQ200

1を導入してリスクに強い企業になることを求めている。

Check

3.2 リスクマネジメント
　　 システム構築及び
　 　維持のための体制

3.8 リスクマネジメント
　　 システム維持のため
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